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2はじめに

◼ 第38回本小委員会（2023年4月26日）、第42回本小委員会（2023年9月27日）にて、一次オフライン枠
の応動時間要件の緩和（スカウティング枠の導入）についてご議論をいただき、その際、以下2点についてご意見を
いただいたところ。

➢ 自家発DSRにおけるオフライン枠対象の追加

➢ オフライン枠の調達上限値引き上げに係る検討促進

◼ 上記のご意見を踏まえ、「オフライン枠対象の追加」ならびに「オフライン枠の調達上限値引き上げ」について検討を
行ったため、ご議論いただきたい。



3（参考） 需給調整市場における検討課題について

出所）第44回需給調整市場検討小委員会（2023年12月21日）参考資料1をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_44_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_44_haifu.html
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6これまでの議論の振り返り（１／２）

◼ 一次には専用線ではなくオフラインでの参入を認めるオフライン枠があり、「DSR、蓄電池、発電機（1MW未満）」
をオフライン枠の参入対象としている。

◼ 他方で、オフライン枠の設計目的（脱炭素調整力ともなりうるリソースの発掘等）と整合をとる観点から、第38回
本小委員会（2023年4月26日）において、環境負荷の大きい自家発DSRについてはオフライン枠の参入対象外
と整理した。

◼ 上記に関するご議論の中で、委員より「自家発DSRの環境負荷大小を判断する方法」についてご質問をいただいた
ことから、追加検討を行った。

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html


7（参考） 一次オフライン枠の参入対象リソースについて

出所）第26回需給調整市場検討小委員会（2021年11月2日）資料2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html


8（参考） 第38回需給調整市場検討小委員会 議事録（抜粋）

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


9これまでの議論の振り返り（２／２）

◼ 委員からのご質問を受け、第42回本小委員会（2023年9月27日）において追加検討を行い、自家発DSRに
おける環境負荷の大小判断の基準については、以下のとおり整理を行った。

➢ 自家発DSRにおける発電設備の電源種別および燃料・発電方式等が、長期脱炭素電源オークション対象電源
に該当（LNG専焼火力は除く）していれば、環境負荷の小さい自家発DSRとして、オフライン枠に参入可能

◼ 上記整理に係るご議論の中で、オブザーバーより「脱炭素電源オークションの対象電源ではないものの、燃料電池等
の脱炭素に貢献しうるリソースに関してはオフライン枠の参入対象として検討してはどうか」とご意見をいただいたところ。

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年9月27日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_42_haifu.html


10（参考） 第42回需給調整市場検討小委員会 議事録（抜粋）

◼ （小林オブザーバー）
先程の長期脱炭素電源オークションを参考にするのが分かり易いというところは同意するものの、これは脱炭素電源を
2050 年のカーボンニュートラルに向けた新規投資にフォーカスをあてたものであり、この調整力の応札量の確保という
のは、足元もしくは今後継続的な応札量の確保になってくると理解している。
特に燃料電池等は水素基本戦略でも記載されたように民生部門、特に家庭用の脱炭素に貢献するともあり、こう
いったものが対象でなくなってしまうのは、準備してきた事業者にとっては許容しがたい追加条件ではないかと懸念して
いる。

◼ 最後に 3 点目、23 ページにある蓄電池の参入条件で、まず具体的に設備容量の幅が改めて示されて分かり易くな
り、感謝する。ただ一方で、10MW 以上を全て専用線にしてしまうことに若干懸念を感じている。先程来の長期脱
炭素電源オークションも 10MW 以上が参加条件になっており専用線を求められているが、オークション以外のフル
マーチャントで系統用蓄電池を運用しようとする事業者も多数いる中で、全てを専用線にしていいものか懸念がある。
というのは、専用線というのが世の中に一般的に普及しているものかというと、大きな発電所に入っている大型の火力
発電所の制御装置がしっかり現地に整備されている状態で専用線を受けて仕分けをしながら制御しているという認識
であるものの、この系統用蓄電池の専用線に対応できるかについては、TSO は専用線で送るだけだが、受ける側は
専用線の仕様が TSO によって変わる、もしくは通信プロトコル等が十分に開示されていないのではないかと、実際の
蓄電池の制御に落とすための翻訳機というか、そういった端末がまだ世の中には流通していないというのが我々事業者
の実感である。

出所）第42回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日）議事録 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jukyu_shijyo_42_gijiroku.pdf

※青線部の対応は次頁参照

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jukyu_shijyo_42_gijiroku.pdf


11（参考） 専用線構築の検討に係る情報について

◼ 第42回本小委員会において、系統用蓄電池の取り扱いに係る議論の中で、オブザーバーより「専用線構築の検討
に必要な情報が十分提供できていないのではないか」とご意見をいただいたところ。

◼ 専用線構築の検討に係る情報は、検討対象となるリソースの立地条件や属地TSOによって、仕様等が異なることが
想定されるため、正確な情報を得るためには直接属地TSOに問い合わせることが望ましいと考えられる。

◼ 上記を踏まえ、専用線構築の検討に係る情報が必要な場合は、送配電網協議会HP上に公表されている属地
TSOのリンク先にある専用窓口にお問い合わせいただきたい。

出所）送配電網協議会HPをもとに作成
https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/system_construction.html

＜送配電網協議会HP＞
URL:https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/system_construction.html

（例：北海道電力ネットワーク株式会社 お問い合わせ窓口）

属地TSOを押下

https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/system_construction.html
https://www.tdgc.jp/jukyuchoseishijo/outline/system_construction.html


12論点の整理

◼ 第42回本小委員会（2023年9月27日）においては、脱炭素調整力ともなりうるリソースの発掘といったオフライン
枠の設計目的との整合や分かり易さの観点から、自家発DSR内の発電設備が長期脱炭素電源オークションの対象
電源に該当していれば参入を認めると整理を行ったところ。

◼ 上記整理に対してオブザーバーから頂いた、オフライン枠対象の追加に係るご意見を踏まえると、「長期脱炭素電源
オークションの対象電源でない脱炭素電源があるか」が論点の一つと考えられるところ。

◼ この点、まずもって、長期脱炭素電源オークション制度における対象電源に係る議論の経緯について確認を行った。

一次オフライン枠オフライン枠対象

本領域に該当するリソースがあるか

脱炭素電源

長期脱炭素電源オークションの対象電源

LNG専焼火力

＜論点のイメージ＞

【論点】



13長期脱炭素電源オークション制度の対象電源に係る議論経緯

◼ 第13回持続可能な電力システム構築小委員会（2021年12月3日）にて、「カーボンニュートラルと安定供給の
両立に資する新規投資に係る初期投資の回収に対して、長期的な収入の予見性を付与する方法（後の長期
脱炭素電源オークション）」について議論され、その対象電源は「発電・供給時にCO2を排出しない電源（脱炭素
電源）」を基本とすると整理され、具体的な検討は制度検討作業部会において進めるとされた。

◼ また、第61回制度検討作業部会（2022年1月21日）において、脱炭素電源としては、CO2の排出防止対策が
講じられていない火力発電所（石炭・LNG・石油）を除く、”あらゆる発電所・蓄電池が想定される”と整理された。

◼ その後の制度検討作業部会において、長期脱炭素電源オークションの対象電源に係る詳細（アンモニアや水素
混焼火力を対象とするか等）が議論され、下図のとおり2023年度の初回オークションの対象電源が整理された※。

出所）長期脱炭素電源オークション 制度詳細説明会資料（2023年12月更新）をもとに作成
https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html

※ 「CCS（Carbon dioxide Capture and Storage）付火力」
や「アンモニア混焼を前提とした LNG 火力の新設・リプレース」、
「合成メタンを燃料とする発電所」は長期脱炭素電源オークション
制度の対象だが、現時点では応札が想定されない等の理由により、
初回（2023年度）オークションでは対象外。

https://www.occto.or.jp/market-board/market/youryou_setsumeikai.html


14（参考） 第13回持続可能な電力システム構築小委員会における議論

出所）第13回持続可能な電力システム構築小委員会（2021年12月3日）資料3をもとに作成
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/system_kouchiku/013/013_10.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/system_kouchiku/013/013_10.pdf


15（参考） 第61回制度検討作業部会における議論

出所）第61回制度検討作業部会（2022年1月21日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/061_04_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/061_04_00.pdf


16（参考） 第55回電力・ガス基本政策小委員会における議論

出所）第55回電力・ガス基本政策小委員会（2023年10月31日）資料5をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/066_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/066_05_00.pdf


17オフライン枠対象の追加について（１／２）

◼ 前述の長期脱炭素電源オークション制度の対象電源に係る議論経緯を踏まえると、長期脱炭素電源オークション
制度の対象となりうる電源として、”あらゆる発電所・蓄電池”が検討対象と整理されていたことから、脱炭素電源で
あれば、基本的には長期脱炭素電源オークション制度の対象に該当する （いずれかの電源種別・燃料または発電
方式に該当する）と考えられるところ。

◼ 言い換えると、長期脱炭素電源オークション制度の対象ではなく、調整力として活用可能な脱炭素電源が存在する
可能性は低いと考えられることから、第42回本小委員会（2023年9月27日）における整理が基本と考えられる。

➢ 自家発DSRにおける発電設備の電源種別および燃料・発電方式等が、長期脱炭素電源オークション対象電源
に該当（LNG専焼火力は除く）していれば、環境負荷の小さい自家発DSRとして、オフライン枠に参入可能

【論点】

長期脱炭素電源オークションの対象に係る議論
経緯を踏まえると、本領域に該当するリソースが
存在する可能性は低いと考えられる

一次オフライン枠オフライン枠対象

本領域に該当するリソースがあるか

脱炭素電源

長期脱炭素電源オークションの対象電源

LNG専焼火力



18オフライン枠対象の追加について（２／２）

◼ 一方、現時点では応札が想定されない等の理由により、初回（2023年度）オークションでは対象外と整理されて
いる電源（CCS付火力、アンモニア混焼を前提としたLNG火力、合成メタンを燃料とする発電所）について、大枠
では長期脱炭素電源オークション制度の対象（脱炭素電源）とされているため、オフライン枠参入対象とした上で、
明確化の観点から、自家発DSRにおける環境負荷の大小判断の基準について、以下のとおり見直してはどうか。

➢ 自家発DSRにおける発電設備の電源種別および燃料・発電方式等が、長期脱炭素電源オークション制度の
対象となる脱炭素電源であれば、環境負荷の小さい自家発DSRとして、オフライン枠に参入可能

◼ なお、第42回本小委員会にて、オブザーバーよりご意見をいただいた”燃料電池”については、過去の制度検討作業
部会でのパブリックコメントより、水素を用いた燃料電池であれば、水素発電（電源種別：火力、燃料：水素）に
該当するといった回答があった。

出所）第81回制度検討作業部会（2023年6月21日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/081_06_00.pdf

＜制度検討作業部会 第十一次中間とりまとめ（案）等に関するパブリックコメント（抜粋）＞

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/081_06_00.pdf
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20これまでの議論の振り返り（１／２）

◼ 第26回本小委員会（2021年11月2日）において、オフラインのリソースについて使用状態をリアルタイムに確認
することが困難であり、需給調整に与える影響が想定できない点があることから、オフライン枠の調達上限量は、容量
市場における発動指令電源の調達上限の比率を引用し、一次の単独必要量のうち4%と整理した。

◼ また、オフライン枠が需給調整に与える影響を勘案したうえで、調達上限量のあり方等について検討することとしたい
と整理を行った。

出所）第26回需給調整市場検討小委員会（2021年11月2日）資料2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_26_haifu.html


21これまでの議論の振り返り（２／２）

◼ 第38回本小委員会（2023年4月26日）において、オフライン枠の応動要件の緩和について議論され、要件緩和
後のオフライン枠のリソースについては、異常時対応の必要量を満たすリソースとして取り扱うことは困難と考えられる
ことから、要件緩和後のオフライン枠は平常時対応に特化した枠とする位置付けの変更を行った。なお、オフライン枠
そのものは2024年度から開始予定であり、応動要件の緩和は2025年度から実施予定。

◼ また、オフライン枠の要件を緩和することで周波数品質に影響を与える可能性があるものの、一次単独必要量のうち
4％程度であれば周波数品質への影響は限定的と考えられること、また前頁の懸念（オフラインリソースの使用状態
をリアルタイムに確認することが困難）もあることから、要件緩和前のオフライン枠調達上限値を踏襲することとした。

◼ なお、応動要件緩和後のオフライン枠の調達上限値引き上げは、取引実態や周波数への影響を踏まえ、今後検討
すると整理を行ったところ、委員から検討を促進すべき旨、ならびにシミュレーションによるエビデンスに基づいて検討を
進めることが肝要である旨のご意見をいただいたところ。

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html


22（参考） 第38回需給調整市場検討小委員会 議事録（抜粋）

◼ （林委員）

➢ しっかり対応いただいたということで、この方向性に賛同したい。16 ページに書かれている部分が本質だと認識す
るが、現行の枠内であれば、社会便益があり、周波数品質への影響は限定的であるというのと、システム改修は
軽微ということが前提だということで理解している。一方で21 ページ、一次単独必要量 4%の中でということで、
色々な緩和がされているかと認識するが、4%の中でしっかり想定されるものをしっかりシミュレーションしていただき
たい。今は枠組みの話なので、実際どれくらいのものが本当に大丈夫かということを一度しっかりシミュレーションす
るというのがファーストステージだと考えている。今回はスカウティング枠で、他の色々なものが今後出てくると、量を
もう少し増やせないのかという話が必ず出る。その時には、安定供給面からできる、できないというのをシミュレー
ションでしっかり見せていただく、プロフェッショナルなシミュレーションによるエビデンスに基づいて説明しながら進めて
いくことが大事である。これが日本のあるべき姿だと考え、広域機関の対応に感謝はしているが、一方で、専門家
の周波数のシミュレーションをしっかりした上で、ここまでいける、いけない、の両方を提示していただきたい。緩和を
しながらシミュレーションをし、エビデンスを見せていただく方向で今後の検討を含めて是非やっていただきたい。

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日）議事録 抜粋
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jukyu_shijyo_38_gijiroku.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/files/jukyu_shijyo_38_gijiroku.pdf


23論点の整理（１／２）

◼ これまでの議論を踏まえると、平常時対応に特化したオフライン枠の調達上限値引き上げの検討にあたっては、
まずもって、平常時の周波数品質への影響の観点から、以下２点の論点が考えられるところ。

➢ 論点１：GF要因での周波数影響

✓ オフライン枠の調達上限値を引き上げることで、一次（GF）の応動性が悪くなり、平常時の周波数品質に
影響を与えないか。

➢ 論点２：LFC要因での周波数影響

✓ オフライン枠の調達上限値を引き上げることで、リアルタイムで使用状態が把握できなくなるリソース割合が
増加し、平常時の周波数品質（LFC指令信号作成等）に影響を与えないか。

◼ なお、論点１、２の検討の結果、平常時の周波数品質への影響の観点から、オフライン枠の調達上限を定める
必要がある場合、いずれか低い方が調達上限値になると考えられる。また、調達上限値を定める必要がない場合
であっても、オフライン枠は平常時対応に特化した枠であることから、”平常時必要量の全量”が調達上限値となる。

＜現行のオフライン枠のイメージ＞ ＜調達上限値引き上げ後のオフライン枠のイメージ＞

【論点１】
GF要因での調達上限

【論点２】
LFC要因での調達上限

異常時必要量

平常時必要量

一次必要量

必要量

オフライン枠

異常時必要量

平常時必要量

一次必要量

必要量

オフライン枠

オフライン枠
調達上限値オフライン枠

調達上限値

論点１、２について検討
オフライン枠の位置付け上の調達上限最大値



24論点の整理（２／２）

◼ また、オフライン枠の上限値を引き上げることで、異常時対応にも影響を与えないかという点も確認する必要があるか。

◼ 現行の整理においては、一次必要量の算定式は下記の式で与えられ、平常時対応分と異常時対応分の必要量の
合計を確保することとしている。そのため、実際に電源脱落等の異常が発生した際は、基本的には異常時対応分が
あれば対応可能と考えられるところ、実態としては平常時分も同時に活用（動作）して対応することとなる。

➢ 一次必要量＝平常時対応必要量＋異常時対応必要量

✓ 平常時対応必要量：[残余需要元データ ー 元データ10分周期成分]の3σ相当値

✓ 異常時対応必要量：単機最大ユニット容量の系統容量按分値

◼ この点、オフライン枠の調達上限値を引き上げることで、実態としては、異常時対応が可能なリソースが減少するとも
考えられることから、念のため異常時対応が可能かについて、下記の論点として確認する必要があるか。

➢ 論点３：異常時の周波数影響

✓ オフライン枠の調達上限値を引き上げた場合、実態として異常時対応分が減少することとなるが、異常時
対応は可能か（負荷遮断に至ることなく、周波数は回復可能か）

異常時必要量

平常時必要量

必要量

オフライン枠

異常時必要量

平常時必要量

一次必要量

必要量

オフライン枠

オフライン枠
調達上限値

オフライン枠
調達上限値

論点１、２について検討

＜現行のオフライン枠のイメージ＞

実態としての
異常時対応分

実態としての
異常時対応分

【論点３】
実態としての異常時対応
分が減少することとなるが、
異常時対応は可能か一次必要量

＜調達上限値引き上げ後のオフライン枠のイメージ＞



25（参考） 必要量の算定方法について

出所）第14回需給調整市場検討小委員会（2019年11月5日）資料2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html


26論点１：GF要因での周波数影響（１／３）

◼ オフライン枠の応動要件（30秒以内）は、一次の応動要件（10秒以内）と比較して長いことから、周波数変化
に対するリソースの応動が遅く、平常時の周波数品質に影響を与える可能性があるとも考えられるところ。

◼ この点、オフライン枠は応動要件（供出可能量の全量を供出するまでの時間）を緩和したものであり、周波数変化
から調整力供出開始までの時間（遅れ時間）や調定率等の技術要件については現行の一次と同一である。

出所）第38回需給調整市場検討小委員会（2023年4月26日）資料3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_38_haifu.html
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


27

◼ ここで調定率とは、定格出力の100％応動となる周波数変動量の基準周波数に対する比率のことを意味している。

◼ 例えば調定率が5%の場合、基準周波数である50Hzの5%（=2.5Hz）の変動があった場合に、定格出力の
100％応動となり、0.2Hzの変動では定格出力の8%応動、0.1Hzの変動では定格出力の4%応動となることを
意味している。

◼ 他方で、この調定率はあくまで基準周波数付近での応動を定義しているのみであり、リソースの機械的な限界等に
より、実際には、すべての周波数変動に対応するものではない。

◼ この点、30秒応動のオフライン枠とは、10秒応動可能な量（▲0.2Hz偏差時）が、機械的な限界等まで余裕が
ある場合に、余力を余さず活用（適切に評価）する仕組みといえる。

▲0.2 ▲0.1 +0.1 +0.2

Δf（周波数偏差）

ΔP（出力変化）

4%

8%

理論上の調定率の
カーブ（赤）

現実的な調定率のカーブ（青）
（技術要件として定めているのは
対応可能な領域の斜め部分）

機械的な限界等

論点１：GF要因での周波数影響（２／３）

10秒供出可能量

30秒供出可能量



28論点１：GF要因での周波数影響（３／３）

◼ また、一次における平常時のアセスメントが「評価点における出力変化量をもとに30分コマ単位で近似線を算出し、
近似線の傾きが調定率傾きと同方向にあること」であることを踏まえると、一次の技術要件を満たすリソースであれば、
平常時の一次に求められる応動は問題なく可能と考えられるところ（10秒応動はあくまで電源脱落等の異常時に
求めている要件※であり、平常時において特段の定めはない）。

◼ 上記を踏まえると、現行の一次と比較して10秒時点の供出量は減少する可能性はあるものの、オフライン枠の技術
要件が同一であれば、オフライン枠の調達上限引き上げに伴うGF要因での周波数品質への影響は限定的である
（GF要因による調達上限値を設ける必要はない）と考えられる。

出所）第28回需給調整市場検討小委員会（2022年2月24日）資料3-3をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html

※ 過去の経験則より、電源脱落時の周波数低下の
最下点（ボトム）に10秒程度で達することから設定。

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2021/2021_jukyuchousei_28_haifu.html


29論点２：LFC要因での周波数影響（１／３）

◼ 各エリアの中給では、平常時の周波数品質維持のため、各リソースの使用状態をリアルタイムで把握したうえで、
Area Requirement（以下、AR）を算出し、LFC指令の作成・発信・制御を行っている。

◼ この点、オフライン枠のリソースに関しては使用状態をリアルタイムでは把握できないことから、仮にオフライン枠の調達
上限値を引き上げた場合、使用状態を把握できないリソース量が増加することとなり、AR算出やLFC指令値作成、
ひいては周波数品質への影響が懸念されるところ。

◼ 上記の懸念については、各エリアのLFC制御体系の違い※を踏まえると、特に中部・北陸・関西・中国・四国・九州
エリア（以下、中西エリア）において顕在化する可能性があると考えられる。

出所）第19回需給調整市場検討小委員会（2020年9月29日）資料2-2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html

※ 北海道エリアにおいては北本の自動周波数調整（AFC）機能が前提となっていることから、周波数品質に影響はないと考えられる。
東北・東京エリアにおいては周波数偏差に応じてパルス信号を送信する仕様となっていることから、周波数品質に影響はないと考えられる。

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_19_haifu.html


30論点２：LFC要因での周波数影響（２／３）

◼ 前頁のとおり、中西エリアにおいてオフライン枠の調達上限値引き上げに伴い、周波数品質に影響を与える可能性が
あることから、一次平常時必要量分の全量（オフライン枠の位置付け上の調達上限最大値）がオフライン枠となった
場合を想定し、AR算定への影響度合いについて簡易的な試算を行った。

◼ ARはエリア内の需要変動により生じた周波数偏差（Δf）および連系線潮流偏差（ΔPt）をゼロに戻すために必要
な調整量のことを指し、具体的には下式によって算定される。

➢ AR= －K × P × Δf ＋ ΔPt …①

✓ K ：系統定数

✓ P ：エリア需要（発電情報の合計値）

✓ Δf ：周波数偏差

✓ ΔPt ：連系線潮流偏差

◼ オフライン枠がない場合のARは上式のとおりである一方、オフライン枠の調達上限値を一次平常時必要量分の全量
まで引き上げた場合のARについては、下式のとおり、発電情報の合計として求まるエリア需要の算定に誤差が生じる
と考えられるところ。

➢ AR（オフライン枠あり）= －K × （P－Pa） × Δf ＋ ΔPt …②

✓ Pa ：エリア需要誤差（オフライン枠の影響による誤差）



31論点２：LFC要因での周波数影響（３／３）

◼ AR算定誤差は、前頁における式②－式①によって下式のとおり算定される。

➢ AR算定誤差 = AR（オフライン枠あり） － AR
= －K × （P－Pa） × Δf ＋ ΔPt － （－K × P × Δf ＋ ΔPt）
= K × Pa × Δf

◼ 上式より、仮に0.2Hzの周波数偏差が生じた際のAR誤差を試算すると、20MW程度と算出される。

➢ AR算定誤差 = K × Pa × Δf

✓ K（系統定数）：1.0%MW/0.1Hz（想定値）

✓ Pa（エリア需要誤差）：1,000MW（中西エリアの一次平常時必要量合計_年間最大値相当）

✓ Δf（周波数偏差）：0.2Hz（仮置き）

◼ ここで、20MWは中西エリアにおけるH3需要の年間最小値（61,000MW）と比較して0.03%程度である。

◼ 上記の簡易試算結果を踏まえると、オフライン枠調達上限値を、仮に一次平常時必要量分の全量まで引き上げた
場合であっても、オフライン枠リソースの使用状態（発電情報）を把握できないことに伴う、AR算定に与える影響は
小さいと考えられることから、LFC要因によるオフライン枠の調達上限値を設ける必要はないと考えられる。



32（参考） 2024年度のH3需要

出所）第44回需給調整市場検討小委員会（2023年12月21日）資料2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_44_haifu.html

H3需要最小値

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_44_haifu.html


33（参考） 一次平常時必要量（中西エリア合計）

◼ 2024年度向け必要量から、中西エリアにおける一次平常時必要量合計を算出。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1ブロック 663 660 655 640 652 655 665 659 654 654 657 664

2ブロック 666 673 676 660 658 666 659 647 642 642 646 645

3ブロック 805 792 783 774 782 807 803 783 766 768 789 797

4ブロック 916 876 878 853 857 861 855 833 829 842 888 889

5ブロック 917 863 855 835 835 817 795 797 803 840 916 918

6ブロック 891 790 775 749 748 743 734 716 719 747 849 877

7ブロック 711 714 714 696 691 693 699 703 703 698 698 698

8ブロック 749 751 753 749 747 747 745 752 745 752 748 750

赤字：最大値＜2024年度向け一次平常時必要量（中西エリア）＞



34論点３：異常時の周波数影響

◼ オフライン枠の調達上限値を引き上げた場合、異常時の周波数品質への影響も確認が必要と考えられるところ。

◼ この点、具体的には電源脱落時に負荷遮断に至ることなく（周波数低下リレーが動作することなく）周波数回復が
可能かを確認するため、一次の広域運用が可能な「北海道エリア、東京・東北エリア、中西エリア」の3エリアにおいて、
周波数シミュレーションを実施した。

◼ なお、オフライン枠の調達上限値は最大でも一次平常時必要量の全量までとなることを前提として、以下3ケースに
ついてシミュレーションを行った。

➢ ケース１：オフライン枠がない場合

➢ ケース２：一次必要量の4％がオフライン枠の場合

➢ ケース３：一次平常時必要量分の全量がオフライン枠の場合

ケース３：一次平常時必要量分の全量がオフライン枠の場合（調達上限の最大値）

＜周波数シミュレーションにおけるケース分けのイメージ＞

異常時必要量

平常時必要量

一次必要量

4%

必要量

ケース１：オフライン枠がない場合

ケース２：一次必要量の4％がオフライン枠の場合（現行の調達上限値）

北海道エリア ：約41%
東京・東北エリア ：約23%
中西エリア ：約37%

【ケース３シミュレーション時の
一次必要量におけるオフライン枠割合】



35論点３：周波数シミュレーション結果（北海道エリア）

◼ 「北海道エリア」において、700MW（単機最大ユニット容量）の電源脱落を想定したシミュレーションを行ったところ、
全てのケースにおいて自動周波数調整（緊急時AFC）機能が動作することで、ほぼ同じ速度で周波数が回復する
結果となった。（シミュレーション前提の詳細は次頁）

◼ 上記シミュレーション結果ならびに北海道エリアの電源脱落対応は緊急時AFCの動作が前提であることを踏まえると、
ケース3（一次平常時必要量全量がオフライン枠の場合）において電源脱落が発生した場合であっても、負荷遮断
に至ることなく（UFRが動作することなく）周波数が回復可能な見込みであることから、オフライン枠の調達上限値に
ついては、一次平常時必要量分の全量（オフライン枠の位置付け上の調達上限最大値）まで引き上げることが
可能と考えられる。

＜シミュレーション結果（北海道エリア）＞



36（参考） 周波数シミュレーション前提（北海道エリア）

◼ 周波数シミュレーションにおける想定事象は以下のとおり。

➢ 想定事象：軽負荷日時おける700MW（単機最大ユニット容量）の電源脱落

✓ 想定日時：2022年9月12日（月）2時00分

✓ 想定需要：2,510MW

➢ 一次必要量:：110MW（9月1ブロック）

（内訳）

✓ 平常時必要量：45MW（一次必要量のうち、平常時必要量の割合は約41%）

✓ 異常時必要量：65MW



37論点３：周波数シミュレーション結果（東京・東北エリア）

◼ 「東京・東北エリア」において、1,000MW（単機最大ユニット容量）の電源脱落を想定したシミュレーションを行った
ところ、ケース3（一次平常時必要量全量がオフライン枠の場合）は、ケース1（オフライン枠がない場合）やケース
2（一次必要量の4%がオフライン枠の場合）と比較するとやや周波数回復が遅いものの、全ケースともに問題なく
周波数回復し、各ケースの周波数低下幅は大きく変わらない結果となった。（シミュレーション前提の詳細は次頁）

◼ 上記のシミュレーション結果を踏まえると、ケース3 （一次平常時必要量全量がオフライン枠の場合）において電源
脱落が発生した場合であっても、負荷遮断に至ることなく（UFRが動作することなく）周波数が回復可能な見込み
であることから、オフライン枠の調達上限値については、一次平常時必要量の全量（オフライン枠の位置付け上の
調達上限最大値）まで引き上げることが可能と考えられる。

＜シミュレーション結果（東京・東北エリア）＞



38（参考） 周波数シミュレーション前提（東京・東北エリア）

◼ 周波数シミュレーションにおける想定事象は以下のとおり。

➢ 想定事象：軽負荷日時における1,000MW（単機最大ユニット容量）の電源脱落

✓ 想定日時：2023年5月4日（木）2時00分

✓ 想定需要：25,374MW（東京・東北エリア合計）

➢ 一次必要量（一次必要量のうち、平常時必要量の割合は約23%）

➢ その他前提

✓ 北海道東北間連系線設備における北本AFCは未考慮

✓ 余力活用のGFは未考慮

[MW]

一次必要量
（5月1ブロック）

東京エリア 東北エリア 合計

平常時必要量 183 91 274

異常時必要量 734 196 930

合計 917 287 1,204



39論点３：周波数シミュレーション結果（中西エリア）

◼ 「中西エリア」において、1,190MW（単機最大ユニット相当）の電源脱落を想定したシミュレーションを行ったところ、
ケース3（一次平常時必要量全量がオフライン枠の場合）はケース1（オフライン枠がない場合）、ケース2（一次
必要量4%がオフライン枠の場合）と比較して周波数回復が遅く、緊急融通制御装置（EPPS）が動作※1すること
となったものの、全ケースにおいて周波数は問題なく回復する結果となった。（シミュレーション前提の詳細は次頁）

◼ 上記のシミュレーション結果を踏まえると、ケース3 （一次平常時必要量全量がオフライン枠の場合）において電源
脱落が発生した場合であっても、負荷遮断に至ることなく（UFRが動作することなく）周波数が回復可能な見込み
であることから、オフライン枠の調達上限値については、一次平常時必要量の全量（オフライン枠の位置付け上の
調達上限最大値）まで引き上げることが可能と考えられる。

＜シミュレーション結果（中西エリア）※2＞

※1 N-1電源脱落でEPPS動作すること自体に問題はなく、また、今回のシミュレーションは年間を通して大きく電源脱落影響を受けると考えられる日時
（軽負荷期）における結果であることから、大宗の日時においては緊急融通制御装置（EPPS） の動作前に周波数は回復するものと考えられる。

※2 本グラフは中西エリアにおいて最も周波数が低下した九州エリアを抜粋したもの。なお、周波数波形が揺れている理由は、中西エリアが長距離くし形であり、
ある電気的中心点を境に逆位相で周波数が変動しながら回復しているため（あるいは使用しているシミュレーションツールの特徴によるもの）と考えられる。



40（参考） 周波数シミュレーション前提（中西エリア）

◼ 周波数シミュレーションにおける想定事象は以下のとおり。

➢ 想定事象：軽負荷日時における1,190MW（単機最大ユニット容量相当）の電源脱落

✓ 想定日時：10月休日夜間

✓ 想定需要：34,870MW（中西エリア合計）

➢ 一次必要量（一次必要量のうち、平常時必要量の割合は約37%） [MW]

一次必要量
（10月1ブロック）

中部
エリア

北陸
エリア

関西
エリア

中国
エリア

四国
エリア

九州
エリア

合計

平常時必要量 140 48 189 176 17 115 685

異常時必要量 361 69 348 143 66 203 1,190

合計 501 117 537 319 83 318 1,875



41（参考） ケース３における各エリアの周波数シミュレーショングラフ（中西エリア）

◼ ケース３（一次平常時必要量分の全量がオフライン枠の場合）における、各エリアの周波数シミュレーショングラフは
以下のとおり。

電源脱落からの経過時間[秒]



42オフライン枠の調達上限値について（まとめ）

◼ ここまでの各論点における検討結果をまとめると以下のとおり。

◼ 上記の検討結果を踏まえると、オフライン枠の調達上限値を平常時必要量の全量（オフライン枠の位置付け上の
調達上限最大値）まで引き上げた場合でも、平常時・異常時ともに周波数品質への影響は小さいと考えられる※1

ことから、オフライン枠（2024年度から開始予定）の調達上限値を一次平常時必要量の全量まで引き上げる
こととしてはどうか（全エリア共通）。

No. 論点 検討結果（オフライン枠の調達上限値を平常時必要量の全量まで引き上げた場合）

１ GF要因での周波数影響 GF要因での周波数品質への影響（平常時のGF応動への影響）は限定的と考えられる

２ LFC要因での周波数影響 LFC要因での周波数品質への影響（AR算定への影響）は小さいと考えられる

３ 異常時の周波数影響 電源脱落時の周波数品質への影響は小さい（負荷遮断は発生しない）と考えられる

【論点１】
GF要因での周波数影響

【論点２】
LFC要因での周波数影響

異常時必要量

一次必要量

必要量

オフライン枠

【オフライン枠の調達上限値見直しイメージ】

異常時必要量

平常時必要量

一次必要量

必要量

オフライン枠

オフライン枠の
調達上限値

（一次必要量の4%）

↓オフライン枠の調達上限値（見直し後）一次平常時必要量の全量

周波数への
影響は限定
的

周波数への
影響は小

平常時必要量

＜見直し前（現行）＞ ＜見直し後＞

【論点３】
異常時の周波数
への影響は小

※1 オフライン枠（特に2025年度の応動要件緩和）開始後の周波数の変動実績等から、周波数品質の悪化が顕著に認められた場合は、
広域LFC運開（2026年度）等の状況変化も踏まえつつ、オフライン枠の調達上限値の見直し等について検討することとする。

＜見直し後のオフライン枠の一次必要量に対する割合イメージ※2＞
北海道：約39%、東北：約38%、東京：約23%、
中部 ：約32%、北陸：約42%、関西：約37%、
中国 ：約54%、四国：約31%、九州：約40%。
※2 2024年度向け必要量（年間平均値）より試算。

実際のオフライン枠割合はエリア、月、ブロック毎に異なる。



43（補論）今後の検討課題について（１／３）

◼ 他方、オフライン枠の調達上限値を引き上げることにより、電源脱落時に10秒以内に供出可能な調整力（GF）量
が減ることから、定性的には系統特性定数の低下が懸念されるところ。

◼ 系統特性定数とは、電源脱落率[%MW]と周波数変化量[Hz]の関係性から求まる”1Hz低下する電源脱落率”
のことを指し、周波数維持が運用容量の決定要因となる連系線のあるエリア毎に、以下のとおり定められている。

➢ 東北エリア：8.0%MW/Hz（過去実績より算出）

➢ 中西エリア：5.2%MW/Hz（シミュレーションにより算出）

出所）第3回運用容量検討会（2016年1月28日）資料1をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2015/2016_0128_unyouyouryou_3.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2015/2016_0128_unyouyouryou_3.html


44（補論）今後の検討課題について（２／３）

◼ 前述の系統特性定数を用いて、周波数低下限度幅（1Hz）※1を下回らないよう運用容量上限が定められている
（下式参照）連系線がある※2ことから、特に当該連系線における影響が懸念されるところ。

➢ 運用容量[MW] = 想定需要[MW] × 系統特性定数[%MW/Hz] × 周波数低下限度幅[Hz]

◼ この点、当該連系線においては大規模停電に至らないよう負荷遮断（周波数低下リレー）が織り込まれていること
を踏まえると、系統特性定数低下の影響としては、系統分離（送電線2回線故障等を想定）が発生した際、想定
より周波数が低下し、負荷遮断の可能性が高まる（周波数制御体系に影響がある）ことが考えられるか。

※1 JEC（電気規格調査会）で定められている”連続運転可能限界値”をもとに設定
※2 中部関西間連系線、北陸関西間連系線、中国九州間連系線（2022年度に設定した2023年度の平常時）

出所）第1回運用容量検討会（2023年5月15日）資料1をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2023/unyouyouryou_2023_1_haifu.html

出所）第1回運用容量検討会（2019年4月26日）資料1をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2019/unyouyouryou_2019_1_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2023/unyouyouryou_2023_1_haifu.html
http://www.occto.or.jp/iinkai/unyouyouryou/2019/unyouyouryou_2019_1_haifu.html


45（補論）今後の検討課題について（３／３）

◼ 他方で、2024年度以降、電源脱落（瞬時）に対応する調整力として確保する一次（GF）必要量の考え方に
おいて、系統特性定数を維持するための必要量の考え方としていない（必要量は、あくまで過去の応動実績や単機
最大ユニットの電源脱落量をもとに算出している）ことから、系統特性定数を維持するための必要量を下回る
可能性自体は以前から顕在化していたとも考えられるところ。

◼ この点、系統分離（N-2）自体が稀頻度事故であること、一次（GF）は3σ相当量を確保する整理となっている
こと、ならびに需給調整市場の運開当初においてはオフライン枠の影響が限定的であると考えられることから、足元の
影響は限定的と考えられるものの、周波数の変動状況や需給調整市場の応札実績等を踏まえ、系統分離時の
運用に与える影響や系統特性定数自体の見直し等について検討を進める必要があると考えられるか。

出所）第14回需給調整市場検討小委員会（2019年11月5日）資料2をもとに作成
http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html

http://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2019/2019_jukyuchousei_14_haifu.html
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47まとめ

【自家発DSRにおけるオフライン枠の対象について】

◼ 長期脱炭素電源オークション制度の対象ではなく、調整力として活用可能な脱炭素電源が存在する可能性は低い
と考えられることから、第42回本小委員会（2023年9月27日）における整理が基本と考えられるところ。

◼ 一方、現時点では応札が想定されない等の理由により、初回（2023年度）オークションでは対象外と整理されて
いる電源（CCS付火力、アンモニア混焼を前提としたLNG火力、合成メタンを燃料とする発電所）について、大枠
では長期脱炭素電源オークション制度の対象（脱炭素電源）とされているため、オフライン枠参入対象とした上で、
明確化の観点から、自家発DSRにおける環境負荷の大小判断の基準について、以下のとおり見直してはどうか。

➢ 自家発DSRにおける発電設備の電源種別および燃料・発電方式等が、長期脱炭素電源オークション制度の
対象となる脱炭素電源であれば、環境負荷の小さい自家発DSRとして、オフライン枠に参入可能

【オフライン枠の調達上限値引き上げ】

◼ 技術検討の結果より、オフライン枠の調達上限値を平常時必要量の全量（オフライン枠の位置付け上の調達上限
最大値）まで引き上げた場合でも、平常時・異常時ともに周波数品質への影響は小さいと考えられる※ことから、オフ
ライン枠（2024年度から開始予定）の調達上限値を一次平常時必要量の全量まで引き上げることとしてはどうか
（全エリア共通）。

◼ また、足元の影響は限定的と考えられるものの、周波数状況や需給調整市場の札実績等を踏まえ、系統分離時の
運用に与える影響や系統特性定数自体の見直し等について検討を進める必要があると考えられるか。

※1 オフライン枠（特に2025年度の応動要件緩和）開始後の周波数の変動実績等から、周波数品質の悪化が顕著に認められた場合は、
広域LFC運開（2026年度）等の状況変化も踏まえつつ、オフライン枠の調達上限値の見直し等について検討することとする。


